
事業評価票（報告団体への支出予算）

1 介護支援事業（総務局） 団体名 （一財）東京都人材支援事業団 区分 補助 28年度予算額 4,976 千円 27年度決算額 3,942 千円

・現在または将来の介護に負担や不安を抱える職員及びその家族を対象に、介護の基本的な知識や技術を付与し、介護にかかる負担や不安の軽減を
  図ることにより、職員が安心して仕事と介護を両立することができるよう支援し、職員の働く意欲・能力を高めていく。
・上記事業について実施できるのは、職員の福利厚生事業にノウハウのある、当該団体が唯一である。

事業実施上の課題
・都の各職場では多様化・複雑化する行政課題に対し、少数精鋭体制での対応を余儀なくされており、職員一人一人に求められる業務は質・量とも
　に年々高まっている。そうした中、介護は管理監督者等職場の中核を担う職員が突然直面しかねない問題であり、介護に関する制度やノウハウ等
　について理解を促進し、職員の介護と仕事の両立を図ることにより、公務能率を維持向上させ、都政の安定運営を図っていく必要がある。

見 積 概 要
（局評価）

・介護ＤＶＤ貸出の送料を無料とするキャンペーンを通年で実施し、誰でも年に１回は無料で借りることができるよ
  うにする。これにより、新たなニーズの掘り起こしを行い、介護に関する知識・ノウハウの浸透につなげていく。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

29年度見積額 5,010 千円

成果・決算状況等
・入門編から実践編まで職員個々の介護の実情に応じた実践的な知識や技術を習得できる介護技術実践講座を開催している。
・また、講座に参加できない方も介護の知識を得ることができるよう、介護技術ビデオ・ＤＶＤの貸出しを行っている。平成27年度から送料無料
  キャンペーン期間を設けることにより、新規ニーズを掘り起こし、利用件数の大幅増につながっている。

事業内容・
団体への支出理由

財 務 局 評 価

・将来の介護不安を軽減することで、職員の安心を確保することは、仕事への意欲を確保していくために必要な取組
　である。
・より多くの職員に対して働きかけるために、ビデオ・ＤＶＤの貸出等を含む多様な手段が講じられており、有効な
　取組であるため、局見積額のとおり計上する。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

29年度予算額 5,010

成果・決算状況等 ・平成27年度は、476校に対して、合計134,597,000円の補助を行った。

千円

2
私立学校安全対策促進事業費補助（学校安
全推進事業）（生活文化局）

団体名 （公財）東京都私学財団 区分 補助 28年度予算額 115,146 千円 27年度決算額 137,971 千円

事業内容・
団体への支出理由

・本財団は、学校における非常時の安全に関わる設備の購入・設置に係る費用の一部を補助している。本財団の行う事業に対し補助を行うことで、
　学校安全と危機管理の更なる充実を図る。

事業実施上の課題
・学校での事件・事故災害の発生を未然に防止し、生徒等が生き生きと学習や運動等の活動を行えるよう、早急に非常時の安全設備設置を進める必
  要がある。

その他

29年度見積額 -

千円

千円

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

29年度予算額 -

見直し
再構築

移管
終了

見 積 概 要
（局評価）

・本補助事業により、私立学校における安全設備が充分に整備される見込みのため、平成28年度をもって事業終了
　とする。

財 務 局 評 価
・本補助事業の着実な実施により、私立学校における充分な安全設備の整備が行われることが見込まれるため、本
  事業の終了は妥当である。

拡大
充実


	様式５(修正後)

